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■ 市民等アンケート結果について（市民等意見の把握）
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■ 持続可能な地域公共交通の実現 －市民等アンケート結果について－

・今後の交通政策への市民意見の反映に向け、各区及び益城町において、地域公共交通・市電延伸に関する市民等アンケートを実施。

１－１．市民等アンケート結果について（実施方法・実施スケジュール・質問項目）
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▼ 市民等アンケート実施方法（各世帯５名まで記載可能なアンケート用紙・Ｗｅｂアンケートフォーム採用）：

（１）熊本市民対象調査

① 無作為抽出5,000世帯へのアンケート送付（各区1,000世帯送付）
② 市電延伸予定区間周辺居住世帯へのアンケート送付（無作為抽出）2,000世帯送付
③ 市電延伸予定区間周辺地区従業者、熊本市民病院外来患者、市電利用者へのアンケート個別配付
④ 熊本市ホームページでのＷｅｂアンケート（熊本市公式ＬＩＮＥ等のＳＮＳ・市電車内掲示二次元コードからも誘導）

（２）益城町民（広崎地区）対象調査

・アンケート送付（無作為抽出）600世帯送付 ※ 質問内容は、市電延伸関連を抜粋

▼ 市民等アンケート実施スケジュール： 令和５年（2023年）10月10日（火）～11月９日（木）

■ 市民等アンケート（質問項目）

■ 市民等アンケート（実施方法・実施スケジュール）

① 回答者属性関連 ： 居住地区、年齢、運転免許証有無、自動車保有状況、市電延伸予定区間周辺地区での就労有無、
市民病院外来受診有無

② 市電利用状況関連 ： 過去１年間の市電利用頻度、過去１年間の主な市電利用目的
③ 交通政策関連 ： 本市の地域公共交通の課題、今後の地域公共交通に対する財政負担、今後向上が必要な地域公共交通サービス、

基幹公共交通軸機能強化の優先度が高い方面
④ 市電延伸関連 ： 市民病院までの市電延伸の必要性及び理由、市電延伸後の市電利用見込・市電延伸後の主な利用目的
⑤ その他 ： 本市公共交通をより良くするための意見、アイデア等
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■ 持続可能な地域公共交通の実現 －市民等アンケート結果について－

１－２．市民等アンケート結果について（市民等意見の把握①）
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■ 回答者属性・市電利用状況について

■ 市民等アンケートでは、益城町を含め、9,135人から回答を徴取（各区からも約1,000人からの回答を徴取）、
今後向上が必要な地域公共交通サービス等、今後の交通政策への市民意見の反映に取り組む。

■ 居住地区

■ 過去１年間の主な市電利用目的

■ 運転免許証有無 ■ 自動車保有状況

11%
4% 4%

60%

9%
1%

11%

■ 年齢

■ 過去１年間の市電利用頻度

市民等回答者（回答数9,135人）

【市民等回答者内訳】（熊本市民8,653人（95％）、益城町民482人（5％））

▼ 中央区 1,509人（17％）
▼ 東区 4,040人（44％） うち 市電延伸予定区間周辺地区 2,122人（23％）

うち その他 1,918人（21％）

▼ 西区 1,084人（12％） ▼ 南区 949人（10％）
▼ 北区 1,071人（12％） ▼ 益城町 482人（5％）

南区

益城町

市民等回答者
（回答数8,296人）

市民等回答者
（回答数8,329人）

市民等回答者
（回答数8,217人）

市民等回答者
（回答数5,223人）

通勤

買い物・飲食

その他

市民等回答者
（回答数8,161人）

ほぼ毎日利用した

月１回程度利用した

利用していない

平日はほぼ毎日利用した 週１～２回程度利用した

半年に１回程度利用した １年に１回程度利用した
通学 通院

観光・レジャー 習い事



■ 持続可能な地域公共交通の実現 －市民等アンケート結果について－

１－３．市民等アンケート結果について（市民等意見の把握②）
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■ 交通政策について

■ 地域公共交通の課題では、路線や便数不足、自宅・目的地近隣の停留所・駅不足が多く、向上が必要なサー
ビスでは便数増や自宅近隣への送迎サービスが高く、機能強化では楠・光の森方面のニーズが高い傾向。

熊本市民（回答数延べ14,227人）

19%

18%
14%9%

4%
4%

10%
8%

6%
3% 5%

■ 本市の地域公共交通の課題

※ ３つまで回答可

■ 今後の地域公共交通に対する財政負担 ■ 今後向上が必要な地域公共交通サービス

28%

30%
27%

15%

目的地へ行く路線がない
自宅や目的地近くに停留所・駅がない
運行便数が少ない
必要な時間帯に便がない
定時性がない
運賃が高い
乗継ぎが負担である
混雑していて座れない
ベンチ等の待合環境が悪い
乗降時の段差等が負担である
系統やダイヤ等の情報提供が少ない

熊本市民（回答数7,563人）

財政負担を増やしても、今以上に地域

公共交通サービスの向上を図るべき

27%

18%
12%9%

8%

16%
10%現在と同程度の財政負担を続け、利用

者の少ない路線の見直し等を行い、利

用者の多い路線のサービス向上を図る

べき

現在と同程度の財政負担を続け、現在

と同水準の地域公共交通サービスを維

持していくべき

利用者の少ない路線は廃止や便数の縮小を図ることで、市の財政負担

を減らしていくべき

バスや市電の運行本数を増やす

自宅の近くまで迎えに来る移動サー

ビスを導入する

ベンチや上屋等、バスや市電の待合

環境を向上させる

バスの遅延の情報提供サービスを導

入する

バスや市電の混雑情報提供サービス

を導入する

複数の公共交通が乗り放題となる定

額サービスを導入する

熊本市民（回答数延べ7,479人）

バリアフリーに対応した

車両や施設整備を行う

※ ３つまで回答可

■ 基幹公共交通軸機能強化の優先度が高い方面
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10%

28%18%
17%

9%

4% 3%
11% 8%

21%
14%26%

9%
5%

6%

4%
5%

16%
21%44%

8%

1%

1%

16%
8%

20%
4%

9%4%
3%

36%
6%

4%

10%

5%

6%

29%
35%

5%

38%

17%
39%

2%
3% 1% 0% 0%

熊本市民（回答数7,136人）
うち東区居住者

（回答数3,325人）
うち中央区居住者
（回答数1,210人）

うち西区居住者
（回答数877人）

うち南区居住者
（回答数796人）

うち北区居住者
（回答数928人）

植木・北部方面 合志・堀川方面 楠・光の森方面 小峯・長嶺方面
健軍・益城方面 嘉島・城南方面 川尻・富合方面 小島・城山方面



74%
20%

6%

86%

14%
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39%

75%
25%

79%
21%

60%40%65%
35%

74%
26%

65%
35%
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31%
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■ 持続可能な地域公共交通の実現 －市民等アンケート結果について－

１－４．市民等アンケート結果について（市民等意見の把握③）
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■ 市民病院までの市電延伸の必要性について

■ 今回
（令和５年度）

■ 前回
（平成29年度）

■ 今回
（令和５年度）

■ 前回
（平成29年度）

43%
27%

30%
66%22%

12%

70%23%
7%

68%23%
9%

65%31%
4%

80%
15%5%

71%23%
6%

市民等回答者（回答数1,768人）
うち中央区居住者
（回答数530人）

うち東区居住者
（回答数745人）

うち西区居住者
（回答数172人）

うち南区居住者
（回答数151人）

うち北区居住者
（回答数170人）

参考・延伸区間居住者

（回答数1,405人）

市民等回答者（回答数8,058人）
うち中央区居住者
（回答数1,317人）

うち東区居住者
（回答数3,565人）

うち西区居住者
（回答数922人）

うち南区居住者
（回答数845人）

うち北区居住者
（回答数955人）

うち益城町居住者
（回答数454人）

参考・延伸区間居住者

（回答数1,822人）

72%
19%

9%
45%

31%

24%
49%

26%

25%
65%23%

12%
54%28%

18%
57%25%

18%

80%
13% 7%

78%
22%

75%
25%

67%
33%

84%
16%

75%
25%

市民等回答者（回答数1,669人）
うち中央区居住者
（回答数497人）

うち東区居住者
（回答数711人）

うち西区居住者
（回答数166人）

うち南区居住者
（回答数137人）

うち北区居住者
（回答数158人）

参考・延伸区間居住者

（回答数1,302人）

市民等回答者（回答数6,632人）
うち中央区居住者
（回答数1,081人）

うち東区居住者
（回答数3,147人）

うち西区居住者
（回答数696人）

うち南区居住者
（回答数642人）

うち北区居住者
（回答数668人）

うち益城町居住者
（回答数398人）

参考・延伸区間居住者

（回答数1,661人）

要否のみ集計（「わからない」除く。）

■ 今回、無作為抽出の各区1,000世帯へのアンケート送付等、アンケート徴取方法変更により、「わからない」
回答割合が増加したが、要否のみ集計では、市電延伸要否回答は前回と同様の回答傾向。

必要だと思う
必要ないと思う
わからない

必要だと思う
必要ないと思う



■ 持続可能な地域公共交通の実現 －市民等アンケート結果について－

１－５．市民等アンケート結果について（市民等意見の把握④）
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■ 市電延伸要否理由、市電延伸の必要性有無と過去１年間の市電利用頻度との関連について

61%
39%

75%
25%

79%
21%

60%40%65%
35%

74%
26%

65%
35%69%

31%

必要だと思う
必要ないと思う

■ 過去１年間の市電利用頻度
2% 3%

7%
20%

18%12%

38%

1% 0% 2%
7%

16%
19%

55%

4%

4%

12%

24%
18%

13%
25%

3% 5%

10%
23%

23%
12%
24%

2% 2%
2%

9%
14%

16%
55%

3% 2% 3%

15%

28%14%

35%

4% 5%

11%
27%26%

10%
17%

3% 3%8%
19%

20%14%

33%

市民等回答者（回答数8,161人）
うち中央区居住者
（回答数1,338人）

うち東区居住者
（回答数3,599人）

うち西区居住者
（回答数954人）

うち南区居住者
（回答数874人）

うち北区居住者
（回答数952人）

うち益城町居住者
（回答数444人）

参考・延伸区間居住者

（回答数1,862人）

うち中央区居住者
（回答数1,081人）

うち東区居住者
（回答数3,147人）

うち西区居住者
（回答数696人）

うち南区居住者
（回答数642人）

うち北区居住者
（回答数668人）

うち益城町居住者
（回答数398人）

参考・延伸区間居住者

（回答数1,661人）市民等回答者（回答数6,632人）

ほぼ毎日利用した 平日はほぼ毎日利用した 週１～２回程度利用した 月１回程度利用した
半年に１回程度利用した １年に１回程度利用した 利用していない

■ 市電延伸が必要な理由 ■ 市電延伸が必要ない理由

14%
22%

29%

5%

4%

13%13%
渋滞が今よりひどくなりそうだから

事業費が大きくなりそうだから

延伸しても利用者は少ないと思うから

延伸してもバスを利用するから

延伸したら今よりも市電の車内が混雑するから

市民病院までの市電延伸以外のルートを延伸してほしいから

その他

40%

17%15%3%

18% 6%
1% だれもが移動しやすく暮らしやすい都市の実現には、公共交通を充実させる

ことが必要と思うから

市民等回答者（回答数4,319人） 市民等回答者（回答数1,835人）

市電沿線の利便性（公共交通による移動しやすさ）が向上すると思うから

車を使わずに移動できるようになるから

市電は二酸化炭素の排出が少ないなど環境にやさしいから

その他

市民病院、東区役所などの公共施設や、沿線の商業施設や高校などに行きや

すくなるから
中心市街地や地域の拠点に市電で行く人が増えて活性化すると思うから

■ 市電延伸の必要性有無と過去１年間の市電利用頻度との関連について



39%

31%

23%7%

うち中央区居住者
（回答数367人）

うち東区居住者
（回答数788人）

うち西区居住者
（回答数240人）

うち南区居住者
（回答数250人）

うち北区居住者
（回答数255人）

熊本市民（回答数4,171人）
うち中央区居住者
（回答数684人）

うち東区居住者
（回答数2,263人）

うち西区居住者
（回答数445人）

うち南区居住者
（回答数377人）

うち北区居住者
（回答数402人）

■ 持続可能な地域公共交通の実現 －市民等アンケート結果について－

１－６．市民等アンケート結果について（市民等意見の把握⑤）
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■ 市電延伸の必要性有無と今後の地域公共交通に対する財政負担との関連について

■ 市電延伸必要有り回答者

65%
35%69%

31%
74%

26%
65%

35%
60%

40%
61%

39%

熊本市民（回答数6,234人）
うち東区居住者

（回答数3,147人）
うち中央区居住者
（回答数1,081人）

うち西区居住者
（回答数696人）

うち南区居住者
（回答数642人）

うち北区居住者
（回答数668人）

■ 市電延伸必要無し回答者

35%

31%

25%
9%

35%

32%
23%

10%
40%

25%

27%
8%

36%

26%
28%

10% 28%

33%
28%

11%

熊本市民（回答数1,900人）

19%

27%
28%

26% 20%

30%24%

26% 17%

29%31%

23% 23%

29%25%

23% 17%
21%

35%

27% 22%

22%
18%

38%

■ 市電延伸「必要」回答者は、「財政負担を増やしてもサービス向上を図るべき」回答割合が高く、「不要」
回答者は同回答割合が低い等、公共交通への財政負担そのものの必要性が低いと考えている傾向。

財政負担を増やしても、今以上に地域公共交通サービスの向上を図るべき

現在と同程度の財政負担を続け、利用者の少ない路線の見直し等を行い、利用者の多い路線のサービス向上を図るべき

現在と同程度の財政負担を続け、現在と同水準の地域公共交通サービスを維持していくべき

利用者の少ない路線は廃止や便数の縮小を図

ることで、市の財政負担を減らしていくべき

必要だと思う
必要ないと思う

■ 今後の地域公共交通に対する財政負担



59%24%

17%

71%
29%

要否のみ集計
（「わからない」除く。）

57%23%

20%

71%
29%

要否のみ集計
（「わからない」除く。）

76%
13%

11%

85%
15%

要否のみ集計
（「わからない」除く。）

80%
12% 8%

87%

13%

要否のみ集計
（「わからない」除く。）

■ 持続可能な地域公共交通の実現 －市民等アンケート結果について－

１－７．市民等アンケート結果について（市民等意見の把握⑥）
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■ 市電延伸後の市電利用見込・主な利用目的・回答者属性による市民病院までの市電延伸の必要性について

■ 市電延伸後の主な利用目的では、延伸前に比して、通院利用割合が大幅に増加、そのほか、65歳以上高齢者、
運転免許非保有者及び延伸区間従業者の回答者属性では、特に、市電延伸必要性が高い結果。

■ 市電延伸後の市電利用見込 ■ 市電延伸後の主な利用目的

14% 6%

18%
49%

6%
1%

6% 通勤 通学

通院 買い物・飲食

観光・レジャー 習い事

その他

■ 回答者属性による市民病院までの市電延伸の必要性について

▼ 65歳以上高齢者 ▼ 運転免許非保有者 ▼ 延伸区間従業者 ▼ 熊本市民病院外来患者

6%
4%11%

13%
5%

4%

44%

13%
増える（ほぼ毎日利用すると思う）

増える（平日はほぼ毎日利用すると思う）

増える（週１～２回程度利用すると思う）

増える（月１回程度利用すると思う）

増える（半年に１回程度利用すると思う）

増える（１年に１回程度利用すると思う）

変わらない

必要だと思う 必要ないと思う わからない

（回答数1,845人）

（回答数2,225人） （回答数1,456人） （回答数709人） （回答数490人）

（回答数1,168人） （回答数629人） （回答数450人）

わからない

市民等回答者（回答数7,859人） 市民等回答者（回答数3,119人）



■ 市民等アンケート結果について（市民等アンケートによる需要予測）
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利用者見込（年度） 約92万人 約84万人 約84万人

一日当たり利用者見込 約2,500人 約2,300人 約2,300人

収支見込（年度） 約2,500万円 約4,500万円 約4,500万円

費用便益（B/C） 約1.2 約1.0 約1.3

費用便益・事業効果

用地取得予定範囲
（一部単線案）

電停④

電停③

電停②

電停①

熊本
市民病院

健軍町電停

一部単線化
（約430ｍ）

用地取得予定範囲
（複線案）

■ 整備方針案
（複線案・一部単線案）

・今後実施する市民等アンケートにより、利用者見込を検証。

■ 持続可能な地域公共交通の実現 －市民等アンケート結果について－

２－１．市民等アンケート結果について（基本設計修正による需要予測）

・令和２年度（2020年度）の基本設計後の諸要因（新型コロナウイルス感染症影響・資材高騰）や一部単線案を踏まえ、基本設計修正を実施。

10

■ 複線案と比して、一部単線案では概算事業費が低減する
が、現下の資材高騰により、概算事業費は基本設計時点
と同水準まで上昇（国庫補助金増による実質負担額▲２億円）。

■ 概算事業費・実質負担額・費用便益等
※ 建設資材価格は令和

５年８月調査時点。

・南北に、主要渋滞箇所・区間が
あり、深刻な渋滞が発生。
➡ 市電延伸による約2,000台/日

の自動車減少で渋滞を緩和。
➡ 自家用車から公共交通へのシ

フトによる自動車の使用抑制
・渋滞緩和による温室効果ガ
ス排出削減。

・朝ピーク時（７～９時）
自動車交通量
4,200台➡ 3,840台（▲９％）

朝ピーク時、
市民病院～熊本市役所

市電： 約34分（▲21分）

自動車：約55分

コミュニティ交通

パークアンドライド

サイクルアンドライド

実質負担額（③＋④） 約55億円 約67億円 約53億円

※ 複線案の費用便益は、一部単線案の利
用者見込・収支見込を採用した試算。

基本設計

複線案 複線案 一部単線案

概算事業費 約135億円 約169億円 約135億円

基本設計修正後

国庫補助金 約67億円 約85億円 約69億円

①市債 約61億円 約75億円 約59億円

②うち交付税措置（元金分） 約13億円 約17億円 約13億円

差額（③＝①－②） 約48億円 約58億円 約46億円

④一般財源 約7億円 約9億円 約7億円

財源内訳
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■ 持続可能な地域公共交通の実現 －市民等アンケート結果について－

２－２．市民等アンケート結果について（市民等アンケートによる需要予測）

■ 市民等アンケートによる需要予測（基本設計需要予測の検証）

・基本設計修正時に算出した市電延伸による一日当たり利用者見込（市電利用者増加見込数）について、改めて市民等アンケートに基づく需要予測を
実施、異なる手法で需要予測を実施することにより、市電延伸事業化に当たり重要な市電延伸による利用者見込を検証。

【市民等アンケートによる需要予測（検証方法）】

１．市民等アンケート回答者を居住地で、①市電延伸予
定区間周辺地区居住者、②市電沿線周辺地区居住者、
③その他地区居住者に分類。
↓

２．町丁別の回答者数及び国勢調査の町丁別人口から拡
大係数（町丁別人口÷町丁別回答者数）を設定。
↓

３．市民等アンケート設問「過去１年間の市電利用頻
度」及び「市電延伸後の市電利用見込」から回答者
毎の一日当たり市電利用増加回数を算出。
↓

４．町丁別回答者数の一日当たり市電利用増加回数に拡
大係数（２．参照）を乗じて、町丁別の一日当たり
利用者見込を算出。
↓

５．今回の検証に当たっては、基本設計需要予測におけ
る一日当たり利用者見込の確度を検証するものであ
るため、市電延伸後に他の移動手段からの転換可能
性が高い、「①市電延伸予定区間周辺地区居住者」
及び「②市電沿線周辺地区居住者かつ市電延伸予定
区間周辺地区従業者」に限定し、需要予測に算入。

基本設計需要予測
（基本設計修正後）

市民等アンケート
による需要予測

利用目的（通勤） 1,057人 1,019人

利用目的（通学） 102人 657人

利用目的（私用） 1,131人 1,207人

合計 2,290人 2,883人

一日当たり利用者見込 約2,300人 約2,900人

利用者見込（年度） 約84万人 約105万人

＜
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